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別紙１ 

令和７年８月１日 

保健福祉政策部  

保健医療福祉推進課 

 

保健医療福祉の拠点「うめとぴあ」の運営に係るモニタリング結果報告について 

 

１．主旨 

保健医療福祉の拠点「うめとぴあ」（以下、「拠点」という。）では、広範多岐にわた

る施設機能が集積するという利点を生かし、相乗効果により区全体をリードするととも

に、拠点全体としての機能を向上させていくことが求められている。 

拠点としての役割を果たしながら、サービス水準の維持・向上を図るため、拠点全体

の運営について、令和６年度事業のモニタリングを実施したので報告する。 

 

２．拠点の概要 

（１）構成する施設等 

①保健医療福祉総合プラザ（以下、「プラザ」という。） 

②保健センター 

③福祉人材育成・研修センター（以下、「研修センター」という。） 

④認知症在宅生活サポートセンター（以下、「認サポセンター」という。） 

⑤初期救急診療所 

⑥休日夜間薬局 

⑦世田谷区医師会及び看護高等専修学校 

⑧東京リハビリテーションセンター世田谷（以下、「東リハ」という。） 

（２）拠点整備の基本的な考え方 

梅ヶ丘拠点整備プラン（平成２５年１２月策定）において、住み慣れた地域で安

心して暮らし続けることのできる地域社会の実現と、社会状況の変化に応じた新た

なサービスや地域での着実なサービス提供を一層推進するため、保健医療福祉の連

携のもと、地域のサービスをバックアップし、先駆的な取組みを推進する拠点づく

りに向け、基本的な考え方として以下の４つを示している。 

①全区的な保健医療福祉の拠点づくり 

②地域環境との共生 

③多様な交流の創造 

④官民連携による事業実施 

 

３．モニタリング実施概要 

（１）モニタリングの視点について 

拠点全体を対象としたモニタリングの実施にあたっては、梅ヶ丘拠点整備プラン

を踏まえ、以下の視点に基づきチェックを行う。 
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①拠点全体の円滑な運営 

②拠点内外の施設との連携及び先駆的取組みの実施 

③地域との多様な交流の創出 

（２）モニタリングの流れ 

拠点内各施設において実施するモニタリングや履行確認の結果を踏まえ、拠点内

施設の運営事業者で構成されるうめとぴあ運営協議会において、拠点運営に係るモ

ニタリング実施結果案を確認する。確認後の実施結果については、外部による評価

として世田谷区地域保健福祉審議会へ報告し、その結果を拠点運営に反映していく。 

 

４．拠点における令和６年度事業の主な実施状況 

開設以来新型コロナウイルスの感染拡大防止への対応や、令和５年度まで新型コロナ

ワクチンの集団接種会場として使用していたため、各施設とも事業規模を縮小させ拠点

内外の連携や交流についても小規模で実施していたが、令和６年度は多様な地域交流事

業の実施に取り組み、拠点として本格的に事業展開を行った。 

（１）「拠点全体の円滑な運営」に関する事業実施状況 

①運営協議会 

拠点内の施設の関係者で構成する運営協議会を令和６年６月と令和７年１月

の２回開催し、拠点内における連携事業の実施状況やモニタリング、今後の事業

展開のほか、災害時の拠点内連携等について意見交換を行った。 

②地域交流会議 

区と町会・自治会、商店街、保健福祉関係団体等で構成する地域交流会議を令

和６年７月と令和７年２月に開催し、地域住民や利用者の視点から拠点運営に関

する意見交換を行った。 

③情報発信 

拠点内の連携事業等の最新の実施状況や今後の事業予定などを紹介する情報

紙「うめとぴあ通信」を令和６年６月・９月・１２月と、令和７年３月の４回発

行した。また、保健医療福祉総合プラザにおける令和６年度の拠点内連携事業や

地域交流事業等を取りまとめた事業活動報告を令和６年３月に発行し、プラザの

公式インスタグラムを随時更新するなど、拠点内の取組みを近隣住民や関係機関、

施設等に広く発信した。 

（２）「拠点内外の施設との連携及び先駆的取組みの実施」に関する事業実施状況 

１拠点内外の施設との連携 

① うめとぴあフェスタの開催（プラザ、保健センター、研修センター、東リハ） 

      令和５年度に初めて開催したうめとぴあフェスタを引き続き開催し、ワークシ

ョップや講座等を多数実施して、拠点としての存在を地域に発信した。 

② 福祉用具展示相談会（保健センター、プラザ、福祉人材センター） 

保健センターとプラザの連携事業として、令和７年２月に福祉人材センターや

関連事業者の協力により、普段目にする機会が少ない様々な福祉用具の展示と、

作業療法士や理学療法士などによる相談を行った。 
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③ 手話カフェ（研修センター、プラザ） 

研修センターとプラザ、世田谷区聴覚障害者協会の３者が連携して、主に初心

者を対象として気軽に手話を学ぶことができる手話カフェと、小・中学生を対象

とした手話カフェをそれぞれ年１１回開催した。 

④ 認知症カフェ（認サポセンター、プラザ） 

認サポセンターとプラザの連携により、認知症当事者やその家族、支援に関わ

る人や地域住民が気軽に相談し、交流できる認知症カフェ「オレンジカフェせた

ＯＨＡ」を年６回開催した。 

⑤ 児童発達支援（東リハ、保健センター） 

東リハと保健センターが連携し、発達・発育に遅れが見られる乳幼児等を対象

とした児童発達支援事業を実施し、定期的に連絡会を開催しながら早期支援のた

めの事例検討等を行った。 

⑥ 映画「ピア」上映会 

（研修センター、プラザ、保健センター、認サポセンター、東リハ） 

拠点内施設による実行委員会を発足させ、在宅医療を題材とした映画「ピア」

の上映会を開催した。 

⑦ 春の音コンサート（保健センター、プラザ、障害者団体） 

保健センターとプラザ、世田谷高次脳機能障害連絡協議会等が連携し、コンサ

ートと高次脳機能障害のミニ講座を開催した。 

⑧ その他 

失語症サロンや点字カフェ、ここからカフェ、スクエア（見えない・見えにく

い方の情報交流会）、障害者施設生産品販売会、光明学園の課外活動としてカフ

ェに専用ブースを設置し利用してもらうなど拠点内外の施設・団体との連携事業

実施を推進した。 

２先駆的取組み 

① 障害者施設入所者の地域移行支援（東リハ） 

東リハの障害者施設入所支援において、各入所者の地域移行に向けた個別支援

計画を作成し、東リハ、区の関係所管やケースワーカー、相談支援事業所、入所

者家族の連携により、支援会議や面談を行うなど、多角的な視点からの支援を実

施した。令和６年度は、グループホームへの入所等８名の地域移行を実現した。 

② 外部専門家を招いた事例検討会（東リハ） 

リハビリテーション科医師と臨床心理士を招いて、毎週自立訓練事業所に係る

事例検討会を行い、個別事案の最適支援の実現と職員の力量向上を図った。 

③ がん相談におけるアピアランス支援（保健センター） 

がん相談においてアピアランスケアに関する相談を実施し、ウィッグの展示を

行っているが、令和６年度は補正下着、人工乳房の展示も開始した。 

④福祉事業所調査（研修センター） 

区内福祉事業所へ介護ロボット、ＩＣＴ利用状況、外国人職員在籍状況、人材

確保・定着支援の取組み等を調査し、実態把握を行った。 

⑤認知症当事者同士の交流会（認サポセンター） 
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認知症当事者が月間イベントなどを企画する、認知症当事者の交流会を「ふれ

あいカフェうめとぴあ」にて実施した。 

（３）「地域との多様な交流の創出」に関する事業実施状況 

①ふれあいカフェうめとぴあの運営（プラザ） 

プラザ内カフェは、プラザ内各施設の利用者が利用するケースも多く、通常の

カフェ運営を通じて利用者等の交流の場を提供した。また、カフェにおいて障害

者施設生産品販売会を開催し、手話カフェや認知症カフェ、こどもカフェ等の事

業を通し様々な立場や世代の人々の交流の場を提供した。 

②特別養護老人ホーム外国人職員交流会（研修センター） 

  区内特別養護老人ホームで従事する外国人職員同士が新たに出会い、関係者や

区職員とともに交流する場を提供した。 

③認知症カフェ、介護者の会・家族会交流会（認サポセンター） 

  区内で認知症カフェや介護者の会・家族会を開催する運営団体同士が、運営に

おける課題や解決策等の情報を共有する交流会を実施した。 

④ここからカフェ（保健センター、プラザ） 

「こころの健康を考える区民会議」場づくりグループと連携し、絵画や音楽等

の講師による独自のプログラムを通じて心と体の不調の改善につなげるここか

らカフェを定期的に開催した。 

⑤うめとぴあラジオ体操会（保健センター、プラザ） 

世田谷区ラジオ体操連盟と連携し、うめとぴあ中庭で行う体操「うめとぴあラ

ジオ体操会」を天候不順時以外は平日毎日実施した。 

⑥茶話やか松原（保健センター、プラザ） 

  松原まちづくりセンター・松原あんしんすこやかセンター・松原地区社会福祉

協議会・松沢児童館が主催の誰でも立ち寄りできる茶話会をプラザ内カフェで年

５回開催し、保健センターによる体成分測定や運動指導員の体操指導を実施した。 

⑦公開セミナー（東リハ） 

  区民を対象とした、健康に関する公開セミナーを令和６年３月に開催し、地域

への情報発信を実施した。 

⑧その他 

生涯現役カフェやえいごカフェ、失語症サロン、ポールウォーキング等の実施

を通じて、地域や福祉団体との連携を進め、様々な立場や世代の方々との交流促

進事業に取り組んだ。 

 

５．令和６年度モニタリング結果（各視点における評価結果） 

（１）「拠点全体の円滑な運営」に関する評価 

令和５年度にワクチン接種会場を完全に終了したことから、令和６年度は拠点全

体を本格稼働でき、拠点内各施設の取組みが地域に浸透してきたと評価できる。ま

た、多様な事業の実施について、うめとぴあ通信といった広報だけでなく、SNS等

を活用した積極的な情報発信に努めたことで、認知度の向上とともに利用者層の拡

大にもつながった。今後も運営協議会や地域交流会議等を通じて様々な視点からの
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意見交換を行いながら、事業実施につなげていく。 

（２）「拠点内外の施設との連携及び先駆的取組みの実施」に関する評価 

拠点内外施設の連携事業は、うめとぴあフェスタの開催をはじめ、事業者間で定

着した事業が多く、より連携が強化された年と評価できる。うめとぴあ連絡調整会

議等、拠点内施設の定期的な会議においても情報交換や事業提案が活発に行われた

ほか、施設間で積極的な連絡調整が図られ、利用者のニーズを捉えた事業展開の実

現とサービスの向上につなげることができた。 

（３）「地域との多様な交流の創出」に関する評価 

地域に開かれたプラザ内カフェにおける各種事業をはじめ、地域団体と連携して

様々な世代や障害の有無を超えた交流の場づくりに取り組み、地域との多様な交流

の促進に取り組むことができた。 

 

６．今後の取組み 

保健医療福祉の拠点として、各種団体や地域とのネットワークをさらに強化し、

地域の意見を取り入れた様々なプログラムを提供できるよう、拠点内で情報交換し

ながら事業の検討を進めていく。また、うめとぴあ通信や SNSを活用し、保健医療

福祉に関わる包括的な情報を発信し、うめとぴあフェスタをはじめとする拠点の連

携事業を積極的に周知するとともに、多様な区民ニーズを踏まえ、様々な年代や障

害の有無を超えた区民の交流が生まれる場になるよう一層努めていく。 
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別紙２－１ 

梅ヶ丘拠点整備事業（民間施設棟）の運営（サービス提供）及び維持管理 

に関するモニタリング結果報告書 【令和 6年度事業分】 

 

保健福祉政策部 

高 齢 福 祉 部 

障 害 福 祉 部 

１．民間施設棟の概要 

（１）施設概要 

施設名称：東京リハビリテーションセンター世田谷 

所 在 地：世田谷区松原六丁目３７番１号 

（２）運営情報 

運営事業者：南東北グループ 

（代表法人）社会福祉法人 南東北福祉事業団（障害者支援施設運営） 

（構成法人）一般財団法人 脳神経疾患研究所（高齢者支援施設運営） 

事業協定期間：平成 27年（2015年）3月 31日～令和 51年（2069年）3月 31日 

※施設開設日：平成 31年（2019年）4月 1日 

 

２．業務実績、利用状況に関する事項 

（１）利用者数等の状況 

資料２－２のとおり 

（２）苦情件数・事故件数（運営事業者の受付案件） 

①高齢者支援施設、障害者支援施設 

項目 件数 主な内容と対応 

苦情 67件 

（前年度 28件） 

前年度が 28件で、令和 6年度は 67件であった。

全体の件数は増加した。（令和 4 年度は 70 件）

レベルを 1（意見・要望のレベル）、2（請求のレ

ベル）、3（責任追及のレベル）に分けて報告して

いる。レベル 1が全体の 92.5％（前年度 35.7％）、

レベル 2 が 7.4％（前年度 60.7％）となってお

り前年度よりもレベル 1 の割合が大幅に増加し

レベル 2は減少となった。 

多くの意見を聞き、継続的に改善につなげるこ

とを意識して対応できた。また前年度はコミュ

ニケーション・説明不足の合計が全体の 42.1％

であったが令和 6 年度は 48.6％と微増となっ

た。 

なお令和 6 年 11 月 19 日に苦情解決部会を開催

し第三者委員へ苦情受付状況を報告した。 

事故 

事故レベル 

病院 5件 

老健 7件 

前年度の 3ｂが 9 件であったため 6 件増となっ

た。内容は転倒・転落（疑い含）が全体の 25％
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3ｂ以上 障害 3件 

（前年度 9件） 

であった。障害者支援施設の 3ｂが前年度 0 件

だったのが 3件と増えた。 

 

３．事業計画書で提案した事業等の実施状況 

（１）高齢者支援施設 

介護や医療が必要な高齢者が病院等から在宅復帰する場合、また在宅で療養生活を

送る場合に、地域で安心して暮らし続けられるよう支援する「高齢者等の在宅復帰・

在宅療養支援機能」を果たすため、以下の各事業を実施した。 

①介護老人保健施設 

一般療養・在宅強化・医療強化・認知症対応の各ユニットによる受入れ及び短期

入所療養介護の常時受入れを実施し、医療的ケアの必要な利用者（経管栄養、留置

カテーテル、吸引、褥瘡処置）の受入れも実施した。また、入所者に対する在宅復

帰支援プログラムを実施し、年間在宅復帰率は 56％（令和 5年度 53.8％）であった。

（年間を通して、在宅復帰超強化型算定。） 

その他、退所先としては介護施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設）20.8％、

医療機関 18.9％、その他 13.1％であった。 

新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」）については、年間を通してクラ

スター発生は無かった。 

稼働率については、年間平均 92％だった。 

②通所リハビリテーション 

長時間（午前～午後）と短時間（午前又は午後）の 2 種類のサービス提供時間に

より、生活機能向上のための日帰りの機能訓練等を実施した。訓練等には、パワー

リハビリテーション機器やエルゴメーター（有酸素運動機器）等の先進的な機器を

活用した。感染症等によるキャンセル者は減少し稼働も長時間 83.6％・短時間

91.5％となった。 

③訪問看護 

介護老人保健施設及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護と連携して、24時間対

応可能な訪問看護サービスを実施した。利用状況は、1日平均 4.6名であった。 

定期巡回型訪問介護看護と一体型として運営した。重度者（医療依存度の高い方）

の申込みや登録者が多かった。 

④療養通所介護、認知症対応型通所介護 

療養通所介護は、介護老人保健施設と連携して、難病者やがん末期者を対象とし

た介護サービスを実施した。利用定員が 1 日 9 名であったが開設から登録者数の増

減を考慮し令和 6年 10月から定員を 6名に変更した。 

認知症対応型通所介護は、認知症の方を対象として、生活機能の維持・向上のた

めの生活リハビリや施設内外でのレクリエーション等を実施した。 

運営推進会議（利用者とその家族、地域住民の代表者、管轄の地域包括支援セン

ター職員等で構成）については、関係機関、家族に集まっていただき事業説明・報

告を実施した。 

⑤訪問介護、訪問リハビリテーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、居宅介護支援 

要介護者の訪問介護（身体介護、生活援助）、訪問リハビリテーション（身体機能

の評価・訓練、動作練習等）、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（年中無休・24時
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間体制の在宅生活支援）の訪問型サービス及び居宅介護支援（在宅要介護者のケア

マネジメント）を実施した。また、同施設の介護老人保健施設や回復期リハビリテ

ーション病院からの退所・退院後のフォローとして、利用者へ施設内の在宅サービ

ス事業所との連携によるサービスの提案等を実施した。 

訪問看護も登録者 28名（３月 31日時点）のうち併用利用者が計 24名で、内訳が

通所リハビリ 5名、療養通所：2名、定期巡回：6名、訪問介護：9名、訪問リハビ

リ：10名、居宅介護支援事業所：16名となっている。 

⑥回復期リハビリテーション病院 

在宅復帰や職業復帰を支援する医療・看護・介護をはじめとする入院によるリハ

ビリテーションを年中無休で実施した。実施にあたっては、同施設の介護老人保健

施設や併設事業所、関係機関等と連携し、各種専門職員の配置や最新機器等の導入

により、先駆的なリハビリテーションプログラムの提供を行った。 

（２）障害者支援施設 

介護や医療を含め支援が必要な障害者が病院等から地域移行する際、また地域で

の生活を継続する場合に、安心して暮らし続けられるように支援する「障害者の地

域生活への移行・継続支援機能」を果たすため、以下の各事業を実施した。 

① 施設入所支援 

令和 5年度末、区の整備により新規開設した重度対応グループホームに地域移行

し、令和 6年度は年度当初から利用者の受け入れを積極的に行った。また地域移行

期間検討部会を通して、区障害者地域生活課、保健福祉課と連携しながら、意思決

定支援に重点を置いた地域移行支援の確立に努めた。 

区民の利用ニーズに応じたユニット構成を検討した結果、令和７年度より自立体 

験ユニットを見直し、需用の高い自閉ユニットを拡張することとした。 

令和６年度の施設からの移行状況は、生活介護（自立体験ユニット含む）ではグ

ループホーム２名、自宅復帰３名、短期入所１名その他１名の合計７名、自立訓練

ではグループホーム１名、自宅復帰１名、サービス付き高齢者住宅１名、その他１

名の合計４名が移行された。 

② 生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

生活介護（地域移行に向けた日中活動の提供等）、機能訓練（身体機能や生活能力

の維持・向上のための訓練等）、生活訓練（食事や家事等の日常生活能力の維持・向

上のための訓練等）のサービス提供を実施した。グループの訓練プログラムや利用

者との接し方、個別訓練における評価や訓練プログラムの立案について、保健セン

ター専門相談課から技術支援やアドバイスを受けて取り組んだ。なお、生活訓練は

高次脳機能障害の利用者、機能訓練は視覚障害の利用者が増加傾向にある。 

③ 短期入所 

医療的ケアの必要な利用者（児童）及び行動障害等重度障害者の受入れを積極的

に行った。また緊急的な利用希望もできる限り受けとめられる体制を整備し、年度

後半から概ね満床での運営となっている。 

④児童発達支援 

発達・発育の遅れがある乳幼児を対象に、アセスメントでは、児童が取り組むべ

き課題、歩行の確立、対人意識の向上、認知面の促進など、保護者と一緒に共有し

取り組むことができた。療育では、集団活動を通じて身辺自立をはじめとする生活
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能力の向上や集団生活に必要な社会性やコミュニケーションの向上を目指すグルー

プ指導を行った。また、個別指導では PT、OT、ST、心理士が 1対 1で個別療育を行

い、一人ひとりの児童に合わせたアプローチを運動面・感覚面・コミュニケーショ

ン面・認知面等に分けて実施した。 

支援の実施にあたっては、保健センター専門相談課乳幼児育成相談、発達障害相

談・療育センター「げんき」、区担当課とで月 1回の連絡会を継続して開催し、関係

機関と連携した取り組みを行った。 

⑤技術支援 

配慮が必要な子どもへの対応について、保育園や幼稚園、学童クラブ等からの依

頼により、専門職を派遣して、訪問先の職員のスキルアップを目的に支援やアドバ

イスを行った。保育園、幼稚園のニーズに合わせた専門のセラピストを選任し、そ

の中でも多くが子どもの行動面や保護者への対応に関するものであった。そのほか

に、小規模保育事業職員向け研修の開催、新 BOP 職員対象基礎研修の講師派遣など

を行った。 

⑥放課後等デイサービス 

発達・発育に遅れのある就学児童を対象に、肢体不自由グループ、知的障害グル

ープに分け、日常生活における基本的な動作の指導や集団生活への適応訓練等を行

うグループ指導を主として実施した。 

肢体不自由グループでは、看護師を配置し、医療的ケアの必要な利用者をはじめ

重度の方を受け入れた。また、知的障害グループでは、心理士によるプレイセラピ

ーを児童のニーズに合わせて取り組んだ。 

⑦保育所等訪問支援 

個別療育を利用している児童を対象に、療育担当者が保育園や幼稚園等への訪問

支援を行った。集団生活への適応を目指して、児童の直接支援や訪問先の職員に対

する助言等を行い、児童の課題や対応方法を保護者、園とで共有した。 

⑧基幹相談支援センター 

相談支援事業者の人材育成や支援の質の向上のための取り組みを主とし、自立支

援協議会事務局運営、他機関との連携業務等を実施した。 

また、障害者（児）・家族等からの相談に応じ、必要な情報提供・助言等を行った。 

⑨指定特定・指定障害児相談支援、指定一般相談支援 

区からの委託事業としては、他の相談支援事業者が受けることが難しいケースや

なかなかサービスに繋がらない方を対応した。自主事業の相談支援事業では、発達・

発育に遅れがあるお子さん及びぷらみんぽーとの児童発達支援事業所利用者等を対

象に、サービスの新規利用相談や利用調整、モニタリングなどの対応を行い、医療

的ケア児についても新規の対応を行った。 

指定一般相談支援については、精神科病院からの地域移行支援を実施した他、区

より委託を受け、精神科病院長期入院者訪問支援事業を実施し、長期入院者に対し、

地域の情報提供や退院への動機づけとなるようなピアサポーター導入の案内をした。 

 

４．事業実績の評価と改善の取組み（運営事業者による評価） 

（１）高齢者支援施設 

開設 6 年目は新型コロナの影響も前年度と比べ更に減少傾向となった。特に通所利
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用のキャンセル数は減少し安定的な稼働となった。 

介護老人保健施設は、稼働としては年間を通し 92％と前年度 88.7％を上回る稼働率

であった。 

また介護老人保健施設から退所後、自宅に戻って通所リハビリや訪問介護を利用さ

れる方など併用さる方も増えた。その他、通所リハビリを利用されていた方が身体状

況の変化により認知症デイサービスや療養通所介護へ利用移行され通い慣れた施設を

利用継続する対応もできた。 

（２）障害者支援施設 

障害者支援施設も年間を通して新型コロナのクラスター発生は無かった。稼働とし

ては年間の退所者数 11名のうち地域移行による退所者数が 3名、自立体験ユニット退

所者数が 5名、施設入所者数が 3名だった。 

（３）施設全体 

開設 6 年目は前年度よりも更に新型コロナ感染の影響は少なく運営ができた。利用

者、職員ともに単発での感染発生はあったもののクラスター発生はなかった。 

また公開セミナーを開催し地域の方へ各種情報提供と施設を知っていただく活動を

実施した。障害者施設の取り組みとして利用者が運営するカフェ（「こうめカフェ」）

を毎月営業し利用者が販売・提供するなど地域の方と直接交流を図ることができた。 

経営面においては一般財団法人については全体としては安定傾向にあり、社会福祉

法人についても世田谷区の協力をいただき前年度と比べても改善することができた。 

 

５．事業実績の評価（施設関係所管課による評価） 

（１）令和 6年度（令和 5年度実績）評価結果に対する現在までの取組み状況 

昨年度に引き続き、地域住民を対象に公開セミナーを実施し、うめとぴあフェス

タではボッチャの体験イベントや福島物産品販売会を開催する等、感染対策を実施

しながら可能な限り施設の機能や取り組みを地域に発信するよう努めた。また、令

和６年度は障害施設の利用者が運営する「こうめカフェ」を毎月営業し、地域住民

と直接交流を図ることができた。 

    また、施設利用に係る苦情のうち、レベル２（請求のレベル）とレベル３（責任

追及のレベル）は減少しレベル１（意見・要望のレベル）が大幅に増加した。継続

的に改善につなげることを意識して可能な限り利用者の意見を取り入れ、安定した

施設運営に努めてもらいたい。 

（２）年度評価所見及び評価結果に対する今後の対応（指導・調整事項） 

①高齢者支援施設 

高齢者が住み慣れた自宅や地域で暮らし続けるために、医療的ケアの必要な利用

者の受入れをはじめ、医療機関からの在宅復帰支援と在宅生活の継続を支援するな

ど、高齢者福祉の中心的な役割を担うことが求められている。 

介護老人保健施設については、一般療養・在宅強化・医療強化・認知症対応の各

ユニットによる受入れ及び短期入所療養介護の常時受入れや、医療的ケアの必要な

利用者の受入れを実施し、昨年度実績を上回る 92％の稼働率となった。入所者に対

する在宅復帰支援プログラムの年間在宅復帰率も昨年度を上回る 56％となっており、

開設 6 年目を迎え、地域において事業内容が定着してきていると評価できる。その

他、同一建物内であるメリットを活かして、施設内の介護老人保健施設や併設事業
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所、関係機関等と連携し、先進的な機器を活用した先駆的なリハビリテーションプ

ログラムの提供を行うなど、利用者の在宅復帰等に向けた支援も充実してきている

と評価できる。 

療養通所介護については、開設時からの登録者数の増減等を考慮し、定員変更し

たが、引き続き地域のニーズに応えたサービス提供を期待したい。 

引き続き、利用者のニーズを的確に捉えつつ、地域のサービス事業所と連携した更

なる取組みや地域の関係団体との交流を推進し、拠点的役割をより一層進めていく

必要がある。 

②障害者支援施設 

    障害者が住み慣れた自宅や地域で暮らし続けるために、医療的ケアの必要な利用 

者の受入れをはじめ、地域生活への移行や定着をめざす施設入所支援、障害児等を

対象に相談からサービス提供に至るまでの一体的かつ総合的な支援を行うなど、障

害福祉の中核施設としての役割を担うことが求められている。 

 開所から６年が経過する中で、施設の支援力が向上し、地域との関係も構築され

てきたことで、区民や関係機関の理解も得ながら中核施設としての取り組みを着実

に進めてきている。引き続き、障害福祉の拠点としてサービスの充実等に取り組ん

でいく必要がある。 

④ 施設全体 

前年度に引き続き、感染拡大防止を最優先にした結果、利用者・患者の面会や地

域交流スペースの開放については制限せざるを得ない状況であったが、保健センタ

ーのガイドヘルパー養成研修に自立訓練利用者を当事者講師として紹介するなど、

各事業担当と定期的に連絡会を開催し、拠点内施設とより連携を深めることができ

たと評価できる。 

また、外部講師を招いた従事者研修会を行う、地域ケア会議等にリハビリ職を派

遣するといった地域や関係団体との連携を着実に強化しており、令和７年度におい

ても今後の事業展開に向け、関係団体等と具体的な協議を進展させていくことが求

められる。 

今後とも、保健医療福祉総合プラザをはじめ拠点内外の関係施設・機関、地域等

との交流・連携をさらに進展させ、拠点施設としての機能や発信力の向上を図ると

ともに、取組みを一層充実させていく必要がある。 

 



令和7年3月31日現在

事業種別 定員数 定員数内訳等

介護老人保健施設 100 名 短期入所　空床利用20名 33,611 名 92.1 名 32,562 名 89.0 名

通所リハビリテーション（長時間） 25 名 6,175 名 21.0 名 6,252 名 21.2 名

通所リハビリテーション（短時間） 50 名 午前・午後各25名 13,484 名 45.9 名 12,519 名 42.4 名

療養通所介護 6 名
令和7年10月から
9名/日→6名/日へ変更 1,359 名 4.6 名 1,458 名 4.9 名

認知症対応型通所介護 12 名 （運営事業者提案事業） 1,677 名 5.7 名 1,906 名 6.5 名

訪問介護 － （運営事業者提案事業） 2,720 名 9.1 名 2,664 名 8.6 名

定期巡回随時対応型訪問介護看護 － （運営事業者提案事業） 2,317 名 6.4 名 2,485 名 6.9 名

訪問看護 － 1,322 名 4.4 名 1,594 名 5.4 名

訪問リハビリテーション － （運営事業者提案事業） 2,525 名 8.6 名 2,571 名 8.7 名

居宅介護支援 － （運営事業者提案事業）
（登録者数） 26,432 名 90.2 名 39,606 名 132.9 名

回復期リハビリテーション病院 92 名
92床
（運営事業者提案事業） 30,042 名 82.3 名 31,653 名 86.5 名

障害者支援施設 60 名 15,874 名 43.5 名 15,086 名 41.2 名

短期入所 28 名 成人20名、児童8名 9,200 名 25.2 名 4,303 名 11.8 名

生活介護 60 名 通所10名 11,114 名 45.2 名 9,169 名 37.6 名

自立訓練 30 名
機能訓練10名、生活訓練
20名（うち通所20名） 5,717 名 22.4 名 5,530 名 21.8 名

児童発達支援 70 名 11,382 名 46.6 名 17,080 名 51.6 名

放課後等デイサービス 30 名 6,262 名 25.7 名 7,320 名 24.4 名

居宅介護 － （運営事業者提案事業） 50 名 0.2 名 84 名 0.3 名

重度訪問介護 － （運営事業者提案事業） 47 名 0.2 名 54 名 0.2 名

基幹相談支援事業所
相談支援事業所（指定一般・指定
特定・指定障害児）

－ （相談件数） 70,755 件 252.6 件 74,900 件 284.7 件

合
計

252,065 名 831.9 名 268,796 名 886.4 名

令和6年度　東京リハビリテーションセンター世田谷　利用者数等の状況

※定員数は運営事業者との協定の要求水準書の定めを原則としている。但し、訪問系・相談系の事業には運営規定上、定員の定めがない。

高
齢
者
支
援
施
設

障
害
者
支
援
施
設

令和6年度実績 令和5年度実績

1日平均
利用者数

延べ利用者数延べ利用者数
1日平均
利用者数

資料２－２
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